
　

第20回定時株主総会招集ご通知における
インターネット開示事項

　

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

　
（2020年１月１日から2020年12月31日まで）

マークラインズ株式会社

連結株主資本等変動計算書、連結注記表、株主資本等変動

計算書及び個別注記表につきましては、法令及び当社定款

第14条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載すること

により株主の皆様に提供しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2020年１月１日から
2020年12月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 366,791 284,598 1,913,724 △182 2,564,932

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,960 1,960 － － 3,920

剰 余 金 の 配 当 － － △237,048 － △237,048

親会社株主に帰属する当期純利益 － － 630,296 － 630,296

自 己 株 式 の 取 得 － － － △161 △161

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 1,960 1,960 393,248 △161 397,006

当 期 末 残 高 368,751 286,558 2,306,972 △344 2,961,938

　 (単位：千円)

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

為替換算調整勘定 その他の包括利益累計額合計

当 期 首 残 高 △54,476 △970 △55,447 2,509,485

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 － － － 3,920

剰 余 金 の 配 当 － － － △237,048

親会社株主に帰属する当期純利益 － － － 630,296

自 己 株 式 の 取 得 － － － △161

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

16,472 △2,280 14,192 14,192

当 期 変 動 額 合 計 16,472 △2,280 14,192 411,199

当 期 末 残 高 △38,003 △3,250 △41,254 2,920,684

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ５社

主要な連結子会社の名称

MarkLines North America, Inc.

麦柯莱依斯信息咨詢(上海)有限公司

MarkLines (Thailand) Co., Ltd.

MarkLines Europe GmbH

株式会社自動車ファンド

なお、当連結会計年度において、株式会社自動車ファンドを新たに設立したことに伴い、連

結の範囲に含めております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称等

　 MarkLines India Pvt. Ltd.

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれ

も連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。
　

(3) 持分法の適用に関する事項

① 持分法適用の関連会社数

該当事項はありません。

② 持分法を適用していない非連結子会社(MarkLines India Pvt. Ltd.)は、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等から見て、持分法の対象から除いても連結計算書

類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から

除外しております。

2. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

① その他有価証券

時価のあるもの ……… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの ……… 移動平均法による原価法

　

② たな卸資産

商 品 ……… 個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方

法)
　

― 2 ―

2021年02月24日 10時06分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 ……… 主として定率法

ただし、建物並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

在外連結子会社のうち、麦柯莱依斯信息咨詢（上海）有限公司、MarkLines (Thailand)

Co., Ltd.及びMarkLines Europe GmbH は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～45年
　

② 無形固定資産 ……… 定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。
　

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

② 賞与引当金 …… 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当

連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付に係る

負債

…… 従業員への退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及

び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用し

ております。

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

① 重要な外貨建ての

資産又は負債の本

邦通貨への換算の

基準

…… 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は、

連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めており

ます。

② 消費税等の処理方

法

…… 税抜方式によっております。
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未適用の会計基準等に関する注記

・「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 2020年３月31日)

(1) 概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識さ

れます。

ステップ1：顧客との契約を識別する。

ステップ2：契約における履行義務を識別する。

ステップ3：取引価格を算定する。

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

(2) 適用予定日

2022年12月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結計算書類の作成時において評価中であります。

追加情報

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り

新型コロナウイルスの世界的な流行には収束の兆しが見えず、世界経済は引き続き不透明な状況が

続くと想定されますが、ワクチン接種が一部の国・地域で始まったこと等を踏まえ、新型コロナウイ

ルス感染拡大の影響が徐々に縮小していくものと仮定し、繰延税金資産の回収可能性や固定資産の減

損の判定等の見積りを行っております。

なお、新型コロナウイルス感染症の流行が長期化した場合、翌連結会計年度以降の当社グループの

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響が及ぶ可能性があります。
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連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 39,985千円

非連結子会社に対する投資有価証券(株式) 21,100千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 13,189,200株

2. 配当に関する事項

(1) 配当支払金額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2020年３月26日
定時株主総会

普通株式 237,048 18.00 2019年12月31日 2020年３月27日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの

2021年３月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提

案を予定しております。

① 配当金の総額 276,966千円

② １株当たり配当額 21円00銭

③ 基準日 2020年12月31日

④ 効力発生日 2021年３月29日

⑤ 配当の原資 利益剰余金

3. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的と

なる株式の種類及び数

普通株式 39,600株

金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、一時的な余資を定期預金、上場投資信託等の流動性が高く、随時現金化可能

な金融商品で運用しております。現在、銀行借入による資金調達は行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されておりますが、これらは販売管理規程並び

にリスク管理規程に基づき、取引先ごとの期日管理並びに残高管理を行うとともに、原則毎週行わ

れる未回収債権会議を通じて回収状況の情報共有及び債権管理を行っております。

投資有価証券については、職務権限規程、経理規程及び稟議規程に、資金運用に関わる権限や管
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理方法を定め、これらに従い管理するとともに、運用状況については、定期的に取締役会に報告さ

れております。長期預金は、信用度の高い金融機関に限定して預入れております。

外貨建預金及び外貨建債権は、為替変動リスクに晒されておりますが、常時モニタリングし、

変動の影響を定期的に取締役会に報告することにより、リスク管理を行っております。

事務所の賃貸に伴う敷金については、差入先の信用リスクに晒されておりますが、契約時に差

入先について調査・確認を行い、当該リスクの軽減を図っております。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2020年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 3,301,979 3,301,979 －

(2) 売掛金 131,811 131,811 －

(3) 投資有価証券 169,207 169,207 －

(4) 長期預金 47,430 47,430 －

資産計 3,650,428 3,650,428 －

(1)買掛金 42,707 42,707 －

(2)未払金 8,230 8,230 －

(3)未払法人税等 169,853 169,853 －

(4)預り金 19,764 19,764 －

負債計 240,555 240,555 －

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 売掛金

預金はすべて短期であり、売掛金は短期に決済され、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価については、取引所の価格によっております。

(4) 長期預金

長期預金は、新規に預金を行った場合に想定される預金金利で割り引いた現在価値を算定し
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ております。算定の結果、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

負 債

(1) 買掛金、（2）未払金、（3）未払法人税等、並びに（4）預り金

これらはすべて短期間に決済され、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 (単位：千円)

区分 2020年12月31日

非上場株式 25,100

敷金 99,239

非上場株式については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難であることから、

「(3)投資有価証券」には含めておりません。

また、敷金については、本社及び在外子会社の事務所賃借に係るものであり、返済期間を見積も

ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としており

ません。

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位：千円)

１年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 3,301,979 － － －

売掛金 131,811 － － －

長期預金 － 47,430 － －

合計 3,433,790 47,430 － －

資産除去債務に関する注記

当社グループは、本社事務所等の不動産賃貸契約に基づく退去時における原状回復義務を資産除去債

務として認識しております。当該債務は、負債計上に代えて、不動産賃貸契約に関連する敷金の回収が

最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、連結会計年度の負担に属する金額を費用に計

上する方法を採用しております。
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１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額

　 221円45銭

１株当たり当期純利益

　 47円80銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（2020年１月１日から
2020年12月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金 利益準備金

そ の 他
利益剰余金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 366,791 284,598 25,865 1,765,614 △182 2,442,686

当 期 変 動 額

新 株 発 行 1,960 1,960 － － － 3,920

剰 余 金 の 配 当 － － － △237,048 － △237,048

当 期 純 利 益 － － － 622,893 － 622,893

自 己 株 式 の 取 得 － － － － △161 △161

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

－ － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 1,960 1,960 － 385,844 △161 389,602

当 期 末 残 高 368,751 286,558 25,865 2,151,459 △344 2,832,289

(単位：千円)

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金

当 期 首 残 高 △54,476 2,388,210

当 期 変 動 額

新 株 発 行 － 3,920

剰 余 金 の 配 当 － △237,048

当 期 純 利 益 － 622,893

自 己 株 式 の 取 得 － △161

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

16,472 16,472

当 期 変 動 額 合 計 16,472 406,075

当 期 末 残 高 △38,003 2,794,285

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 関係会社株式及び関係会社出資金…移動平均法による原価法

② その他有価証券

　 時価のあるもの

　 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

　 (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　

(2) たな卸資産

商 品

個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

　

2. 固定資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産 ……… 定率法

建物並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を

採用しております。

　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ３～45年

構 築 物 ５～10年

工具、器具及び備品 ３～15年

車両運搬具 ４年

　

　 ② 無形固定資産 ……… 定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。

　

3. 引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

② 賞 与 引 当 金………………従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当

事業年度に負担すべき額を計上しております。

③ 退職給付引当金………………従業員への退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退

職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用してお

ります。
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4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法 ………税抜方式によっております。

貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 28,524千円

2. 関係会社に対する金銭債権債務

短 期 金 銭 債 権 20,909千円

短 期 金 銭 債 務 10,808千円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売 上 高 91,726千円

営 業 費 用 172,211千円

営業取引以外の取引による取引高 52,791千円

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
の株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末の
株式数(株)

普通株式 229 68 － 297

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、投資有価証券評価損、賞与引当金、未払事業税及びその他有価証

券評価差額等の否認であります。
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関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

(単位：千円)

属 性
会社等
の名称

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社

麦柯莱依斯
信息咨詢
（上海）
有限公司

(所 有)
直 接
100％

中国における「情報
プラットフォーム」
の販売
役員の兼任

コンテンツ制
作費の負担
(注１)

91,006 売掛金 20,821

子会社
MarkLines
North

America,Inc.

(所 有)
直 接
100％

北米における「情報
プラットフォーム」
事業に係わる営業・
調査業務の受託
役員の兼任

業務委託料の
支払
(注２)

52,058 - -

子会社
MarkLines
(Thailand)
Co., Ltd.

(所 有)
直 接
100％

タイ及びアセアン地
域における「情報プ
ラットフォーム」事
業に係わる営業・調
査業務の受託
役員の兼任

業務委託料の
支払
(注２)

37,612 未払金 3,814

子会社
MarkLines
Europe GmbH

(所 有)
直 接
100％

欧州地域における
「情報プラットフォ
ーム」事業に係わる
営業・調査業務の受
託
役員の兼任

業務委託料の
支払
(注２)

64,304 未払金 5,644

子会社
MarkLines
India Pvt.

Ltd.

(所 有)
直 接
100%

インドにおける「情
報プラットフォー
ム」事業に係わる調
査業務の受託
役員の兼任

業務委託料の
支払
(注２)

18,236 未払金 1,350

子会社
株式会社自動
車ファンド

(所 有)
直 接
100%

自動車産業に特化し
たベンチャーキャピ
タル事業の運営
役員の兼任

管理業務委託
料の受取
(注３)

720 売掛金 88

取引条件及び取引条件の決定方針等

注 １ 取引条件の決定に当たっては、売上比率及び総原価を勘案し、毎期交渉の上決定しており
ます。

２ MarkLines North America,Inc.、MarkLines (Thailand) Co., Ltd. 及 び MarkLines Europe
GmbH並びにMarkLines India Pvt. Ltd.への業務委託料は、業務遂行に必要な費用として、
締結した契約に基づき支払っております。

３ 取引条件の決定に当たっては、株式会社自動車ファンドから請け負う管理業務の工数に基
づき決定しております。

― 12 ―

2021年02月24日 10時06分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



　

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 211円87銭

１株当たり当期純利益 47円24銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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